（別紙１の１）
        　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○年○月○日
                           　　        誓　約　書
　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　　理事長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　○　○　研究チーム
　　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究代表者名　　　　　　　　　　　印
　私は研究チームの代表者として、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）の国際共同研究助成事業による助成を受けて実施する研究開発に関し、次の条項を誠実に遵守することを誓約します。
第１条　助成研究費は、助成の対象となった研究開発課題の研究活動に使用すること。
第２条　研究チームを代表してその事務を総括することとし、研究チームの助成研究費に関する会計事務については、会計担当者に取り扱わせること。
第３条　会計担当者に事故のあるときは、変更承認申請が承認されるまでの間、会計担当者の事務を取り扱うこと。
第４条　次に掲げる事項に該当することとなったときは、機構が別途指定する様式により速やかに変更承認申請を行い、その承認を受けること。
　一　研究を中止又は廃止しようとするとき。
　二　研究代表者又は会計担当者を変更しようとするとき。
　三　助成研究者を変更しようとするとき。
　四　研究開発の内容の重大な変更をしようとするとき。
　五　所属機関の変更その他機構が必要と認めるとき。
第５条　助成を受けた会計年度終了後２カ月以内に当該年度の研究報告書を、また、助成を受けた会計年度が最終の場合にあっては、当該会計年度終了後２カ月以内に最終研究報告書を提出すること。
第６条　助成によって得られた研究成果について、助成終了後２年以内に学会又は学術雑誌に発表し、その内容を示す文書又は刊行物等を提出すること。また、２年以内に発表することができない場合には、その理由を報告すること。
第７条　機構が、特に必要と認めて調査又は報告を求めた場合には、これに応じること。
第８条　助成決定通知書に記載された、助成研究費の金額を超えるいかなる支払いの請求も機構に対して行わないこと。
第９条　当該助成により研究を行うに当たって生じた事故、損害等について、機構にいかなる責任も負わせないこと。
第10条　助成の条件として付された事項に違反した場合又は変更承認に際して付された条件に違反した場合において、機構から助成の決定を取り消され、助成研究費の全部又は一部を返還するよう命じられたときは、それに従うこと。
（別紙２の１）
        　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○年○月○日
                           　　        誓　約　書
　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　　理事長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　○　○　研究チーム
      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計担当者名　　　　　　　　　　　印
　私は研究チームの会計担当者として、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）の国際共同研究助成事業による助成を受けて実施する研究開発に関し、次の条項を誠実に遵守することを誓約します。
第１条　助成研究費は、助成の対象となった研究開発課題の研究活動に使用すること。
第２条　会計担当者として、研究代表者の指示を受けて、研究チームの助成研究費に関する会計事務について、その事務を履行するとともに、研究代表者が、研究チームを代表して研究チームに関する事務を総括することを承知し、研究代表者が別紙誓約書記載の誓約事項を遂行するに当たっては、研究代表者に協力し、その指示に従うこと。
第３条　研究代表者に事故のあるときは、変更承認申請が承認されるまでの間、研究代表者の事務を取り扱うこと。
第４条　次に掲げる事項に該当することとなったときは、研究代表者に対し速やかに連絡し、その指示に従うこと。
一　研究を中止又は廃止しようとするとき。
二　研究開発の内容の重大な変更をしようとするとき。
三　所属機関の変更その他機構が必要と認めるとき。
第５条　助成を受けた会計年度終了後２カ月以内に当該年度の研究報告書を、また、助成を受けた会計年度が最終の場合にあっては、当該会計年度終了後２カ月以内に最終研究報告書を、研究代表者を通じて機構に提出すること。
第６条　助成によって得られた研究成果について、助成終了後２年以内に学会又は学術雑誌に発表し、その内容を示す文書又は刊行物等を提出すること。また、２年以内に発表することができない場合には、その理由を報告すること。
第７条　機構が、特に必要と認めて調査又は報告を求めた場合には、これに応じること。
第８条　助成決定通知書に記載された、助成研究費の金額を超えるいかなる支払いの請求も機構に対して行わないこと。
第９条　当該助成により研究を行うに当たって生じた事故、損害等について、機構にいかなる責任も負わせないこと。
第10条　助成の条件として付された事項に違反した場合又は変更承認に際して付された条件に違反した場合において、機構から助成の決定を取り消され、助成研究費の全部又は一部を返還するよう命じられたときは、それに従うこと。
（別紙３の１）
        　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○年○月○日
            　　                      誓　約　書
　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　　理事長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　○　○　研究チーム
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同研究者名　　　　　　　　　　　印
　私は研究チームの共同研究者として、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）の国際共同研究助成事業による助成を受けて実施する研究開発に関し、次の条項を誠実に遵守することを誓約します。
第１条　助成研究費は、助成の対象となった研究開発課題の研究活動に使用すること。
第２条　研究代表者及び会計担当者が、研究チームに関する次の事務を取り扱うことを承知するとともに、研究代表者及び会計担当者が、別紙誓約書記載の誓約事項を遂行するに当たっては、研究代表者及び会計担当者に協力し、その指示に従うこと。
一　研究代表者は、研究チームを代表して研究チームに関する事務を総括する。
二　会計担当者は、研究代表者の指示に従い研究チームの会計に関する事務を取り扱う。
第３条　研究代表者及び会計担当者に事故あるときは、変更承認申請が承認されるまでの間、他の共同研究者と協議のうえ、研究代表者及び会計担当者の事務を取り扱うこと。
第４条　次に掲げる事項に該当することとなったときは、研究代表者に対し速やかに連絡し、その指示に従うこと。
一　研究を中止又は廃止しようとするとき。
二　研究開発の内容の重大な変更をしようとするとき。
三　所属機関の変更その他機構が必要と認めるとき。
第５条　助成を受けた会計年度終了後２カ月以内に当該年度の研究報告書を、また、助成を受けた会計年度が最終の場合にあっては、当該会計年度終了後２カ月以内に最終研究報告書を、研究代表者を通じて機構に提出すること。
第６条　助成によって得られた研究成果について、助成終了後２年以内に学会又は学術雑誌に発表し、その内容を示す文書又は刊行物等を提出すること。また、２年以内に発表することができない場合には、その理由を報告すること。
第７条　機構が、特に必要と認めて調査又は報告を求めた場合には、これに応じること。
第８条　機構に対し、いかなる費用の支払い請求も行わないこと。
第９条　当該助成により研究を行うに当たって生じた事故、損害等について、機構にいかなる責任も負わせないこと。
第10条　助成の条件として付された事項に違反した場合又は変更承認に際して付された条件に違反した場合において、機構から助成の決定を取り消され、助成研究費の全部又は一部を返還するよう命じられたときは、それに従うこと。
